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Der irrtum über Tatumstände in jeden Tatbeständen: 



































故意論は、罪を犯す意思を規定する刑法 38 条 1 項「罪を犯す意思がない行為は、罰しない。
ただし、法律に特別の規定がある場合は、この限りでない。」の解釈と関係し、ドイツにおい


























 殺人罪については、次の 2 つの事案がある。大判大正 11 年 2 月 4 日（刑集 1 巻 32 頁）は、
客体の錯誤に関わる事案であるものの、「殺人罪は故意に人を殺害することにより成立し被害
各構成要件における行為事情の錯誤    樋笠 尭士  71 
者が何者であるかはその成立に影響を及ぼさないから、甲を乙と誤認して殺人の実行に着手
した場合でも故意を阻却しない」と判示している。また、最判昭和 53 年 7 月 28 日（刑集 32
巻 5 号 1068 頁）は、被告人が警察官 X から銃を奪う目的で、X に対して鋲撃ち銃を撃ち、









 公正証書原本不実記載・同行使罪に関する事例として、最（三小）判昭和 26 年 7 月 10 日
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るべきであるから犯意の存在を否定しなければならぬ」と判示した。同様に神戸地判昭和 33





















 業務上横領罪に関わる京都地判昭和 35 年 3 月 16 日（下刑 2 巻 3・4 号 477 頁、判タ 102

























































 所得税法については、以下のような裁判例がある。東京地判昭和 55 年 11 月 10 日（刑月
12 巻 11 号 1196 頁、税資 119 号 1778 頁、判時 991 号 122 頁〔裁判例①〕）は、所得税逋脱






























判平成 8 年 1 月 29 日（税資 218 号 2242 頁）もある。 











































































イツ刑法 16 条 1 項にいう【行為事情に対する錯誤】に酷似している。このドイツ刑法 16 条

















 ドイツにおいては、経済刑法として、まず 1954 年経済刑法（Wirtschaftsstrafgesetz1954）が、
さらに経済刑法の更なる簡略化を図る法律（Gesetz zur weiteren Vereinfachung des 
Wirtschaftsstrafrechts）がある 20）。このほかに、第一次経済犯罪対策法（Erstes Gesetz zur 
Bekämpfung der Wirtschaftskriminalität）も存在する21）。また、租税法に関して、ドイツにおい




が用意されている。そして、同法 369 条【脱税犯罪行為】の 2 項においては、「租税法が別の
規定を設けていない限りにおいて、刑法に関する総則規定は、脱税犯罪行為においても妥当




















た判例（BGH 1 StR 38/11 8. 9. 2011）を検討したい。 
 
6.2 ドイツにおける租税逋脱罪の判例（BGH 1 StR 38/11 8. 9. 2011） 
 近年、行為事情の錯誤を否定して破棄差し戻しをした BGH（連邦通常裁判所）の重要な判
決（以降、【本判例】と呼ぶ）BGH 1 StR 38/11 8. 9. 2011（LG Koblenz）がある32）。 

























 そして BGH は、その判決理由において、以下のような重要な判断を示している。 
 ①租税逋脱罪の故意には、行為者が租税債権とその根拠と程度（Höhe）に基づいて認識す









故意を阻却する行為事情の錯誤が認められる（刑法 16 条 1 項 1 文）。 
 ④租税債権の存在に関する錯誤が、専ら租税規範の範囲についての誤表象に基づいている
























【判例④】BGH 1 StR 491/09 16.12.2009（LG Hildesheim）は42）、「公課法 370 条に該当する租
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税逋脱罪の可罰性にとっては、租税逋脱の確定的故意や意図は必要ではなく、行為者が法定の構
成要件の実現があり得ると判断し、是認しつつ甘受することで十分である。」と判示している。 
【判例⑤】OLG München 4StRR 167/10 15.02.2011 は43）、「公課法 370 条に必要とされる故意の
内容には、行為者が一定の租税債権とその根拠と程度に基づいて認識するか、あるいは少な
くともその可能性があると判断し、なおかつ、租税債権を減縮するつもりであったことが含
まれる（BGH 1 StR 491/09 16.12.2009（LG Hildesheim））。しかし、行為者が債権の程度を単
に認識し得ただけに過ぎず、行為者がそれを認識していなかった場合は、その限りではない






















に関する行為者の錯誤は、刑法 16 条 1 項 1 文により、故意を阻却する」という従来の判例の
見解については、「未解決のまま」と判示し、立ち入らずに未必の故意を問題としたものであ
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